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政府管掌健康保険の公法人化について  

○ 政府管掌健康保険については、昨年6月の健康保険法改正により、平成20年10月に国から切   
り離した公法人（全国健康保険協会）を設立することとなっており、昨年11月、設立委員が任命され、   
設立準備のための議論が開始されたところ。  

○ 設立委員会においては、定款や事業計画、予算、職員の労働条件■採用基準等の策定、職員の   
採用の可否の決定等、法人の設立準備行為を行うこととなっており、協会の発足の概ね1年前とな   
る平成19年秋までを目途として、法人の理念・運営方針や組織人員の骨格、職員の採用基準・労   
働条件を固めることができるよう、検討を進めていくこととなっている。  

［委員会の開催スケジュール］  

・第1回（平成．18年11月14日）  

・第2回（平成19年1月30日）  

・第3回（平成19年3月29日（予定））  

一ト   





全国健康保険協会の設立委員について  

○厚生労働大臣は、設立委員を命じて、定款の作成等の設立に関する事務を処理さ草る。   

○設立委員は、協会の職員の労働条件及び採用基準を作成する。社会保険庁からの職員の採用については、社会保険   
庁長官を通じて、募集を行う。  

・職員の選定及び名簿の作成   
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平成18年11月用日 第1回全国健康保険協会設立委員会提出資料  

全国健康保険協会の設立に向けてのスケジュールのイメージ  
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平成18年11月14日 第1回全国健康保険協会設立委員会提出資料  

医療制度改革における保険者の役割  
～医療費適正化と都道府県単位を軸とする保険者の再編続合～   
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社会保険庁における健康保険業務の移管に向けた検討・準備について   

社会保険庁においては、平成20年10月の全国健康保険協会の設立を見据え、保険者機能  
の強化を図り、地域の被保険者等の意見を反映した効果的な保健事業や情報提供の充実など  
被保険者サービスの向上を図るとともに、協会に業務を移管するための検討■準備を進めてい  
く必要がある。   
このため、平成18年8月から、5社会保険事務局（秋田、福島、三重、愛媛、福岡）において、  

全国のモデルとなる取組を先行的に開始したところである。平成19年度は、全社会保険事務局  
において、公法人化を見据えた体制づくりや業務の移管等のための検討・準備を進めていくこと  
としている。  

1．広報・情報提供の推進  
政府管掌健康保険に関する広報・情報提供について、都道府県ごとの運営状況や公法人化に関する情報も含め、そ   

の充実を図る。  

2．健康保険事業に関する懇談会の開催  
政府管掌健康保険の健康保険事業について、都道府県単位で事業主・被保険者等から構成される懇談会を開催し、   

必要な情報提供を行うととともに、被保険者等からのご意見を踏まえ、地域の実情を踏まえた事業運営を推進する。  

3．健康保険委員制度の実施  
健康保険事業について、広報、相談、各種事業の推進、モニターなど、事業に協力していただく被保険者を委嘱する   

健康保険委員（健康保険サポーター）制度を実施する。  
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えた業務改革の推進  公法人化を見   保険の  Ⅱ．政府管掌健  

1．業務の集約化等  
健康保険給付業務について、都道府県単位で業務の集約化を推進ずるとともに、業務の標準化や外注化を推進する。  

2．被保険者サービスの向上  

健康保険給付業務について、サービススタンダードの遵守を徹底するとともに、入院に係る高額療養費の現物給付化等  
の新たなサービスの周知徹底を図り、被保険者サービスの充実を図る。また、保険給付の申請等については、郵送や電子  
申請により、被保険者等が社会保険事務所に来所しなくとも手続が完結できる環境整備を推進する。  

政府管掌健康保険の公法人化に伴う業務の移管を円滑に行うことができるよう、業務マニュアルの作成や企業  
会計への対応、業務の移管に関する計画の策定等など、必要な検討一準備を進める。  
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全国健康保険協会への健康保険業務の移管等のための検討・準備スケジュール（案）（イメージ）  

平成18年度  平成1白年度  平成20年亀d月   

l＼  l  

広敷∵串埠味 広報誌やホームページ等の活用による広報・情報提供の推進  な移行のための 

健康保険草葉l羊  懇談会の開催  
関する懇談会の  

開催  5社会保険事務局  

（秋田、福島、三重、愛媛、  
懇談会の開催準備   （事業主、被保険者の意見の反映のための基盤づくり）   

福岡）におけるモデル的な  

取組の実施   
（広報・相談・各種事業の推進・モニター）   

健康保険委員の拡大   
度  

健康保険委員の委 嘱・研修  健康保険委員の活動  

社会保  
険事務  

局にお   
・社会保険健康事業財団（支部）との連携弓削ヒ、保健事業の実施体制の検討  

健診等の義務化への対応  
国  

保健事業  ける検  l±l三、′ゝ   ヒ．、  健  

討・準  平成20年4月からの特定健診・特定保健指導の実施体制の検討・準備  保健事業の実施体制の準備  
備体制  ・実態把握、実施方法の検討  
の確保  ・特定健診等実施計画の策定  

・契約手続等  

全  

レセプト点検  レセプト点検に係る人員体制の見直し等  
A  
コ言  

の  
設  

業務改革（集約  本部・支部の設営、業務の  

化等）   

業務の集約化・標準化・外注化等の推進  移管等  立  

業務移管計画の策定 
業務ゐ移管等の  
検討・準嘩  

l董警諾の設営、糊の移管  
成、企業会計への対応の  

研修準備   研修  

一ム 
健康保険業務システムの開発（設計憫発・テスト）  

システム開発′二  戸最適化計画の警要l  

間接業務システムの開発（設計・開発・テスト）  

デー 
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5社会保険事務局における政府管掌健康保険の公法人化を見据えた取組みの実施状況  

山田良治 福岡県商工会議所連合       会（昭和タクシー株式会  

橋本幸司 三重県津市商工会議所  
（旭電器工業株式会社代  

藤堂勢治 愛媛県南工会議所連合  
会副会頭（有限会社塩屋  渡逢靖彦 秋田県商工会議所連合       会会長（秋田中央交通株  

五十畑昌之福島県南工会議所連合  
会（東北自興株式会社代  

】  式会社代表取締役社長）  】  表取締役社長）   

l  

表取締役社長）   

l  呉服店代表取締役社長）  l  社代表取締役社長） l  

加藤義光 秋田県南工会連合会理  佐藤勇  福島県南工会連合会副  中嶋勉  三重県南工会連合会副  村上友則 愛媛県南工会連合会理  仲宗根稔 福岡県南工会連合会理  
事（株式会社加藤組代表   会長（株式会社丸幸ニット  会長  事（協和汽船株式会社代   事（ナカソネ住設株式会  

事   
取締役）   代表取締役社長）  表取締役社長）   社代表取締役社長）  

中川千恵子三重県中小企業団体中                  薫 主  
央会理事（秋田清酒株式   央会副会長（東関クレテッ   央会副会長（株式会社中   央会会長（株式会社山本   央会会長（株式会社マル  

会社代表取締役）  ク株式会社取締役会長）   川製作所代表取締役）   製作所代表取締役社長）  ショウ代表取締役社長）  

渡遵奉夫 曾津通運株式会社代表  小林美雄 太陽化学株式会社取締  吉田耕二 株式会社エルテック  
取締役社長  役企業統括兼生産担当  ス・ヨシダ代表取締役   

社長  

健   山暗春樹手相由喪集線武舎社ね       広廟⊥兵藤廟膏藤森蕗会社人事                      石井薄手福島痩商工会連合会主    高畠鹿妻福武会社トミテック工       元上東和川南工会議筋労務諌   

康  務部総務課長（健康保   査（健康保険委員）  場長（健康保険委員）  総務部部長参与（健康   長（健康保険委員）  

保  険委員）  保険委員）  

険  
佐々木鉄夫株式会社菅組総務部長    太田稔梁川酒造株式会社総務    伊藤裕人昭永工業株式会社業務      西岡律美愛媛県国民健康保険団    宮崎正俊九建運輸産業株式会社  

事  
（健康保険委員）  マネージャー（健康保  部長（健康保険委員）  体連合会事務局長（健   業務課長（健康保険委  

被  険委員）  康保険委員）   員）   

保   
澤田石時キングタクシー株式会      中村早産瀬精工株式会社総務                関  険   井幡修一郎福島交通株式会社自動   山内俊夫 連合愛媛県連合会（公  岡山直美 協同組合ナフコ商品セ   

す  者  社   車部貸切部長（健康保   部次長（健康保険委   募）   ンター（健康保険委   

る  全自交労連秋田地方連   険委員）   員）  員）   

懇  ′一 口  

談  林彪  福島地区連合事務局長  岡本博  連合三重県連合全章務  池本武文 戸畑鉄工株式会社管理  
A  
＝言  

（公募）   局長（公募）  部部長（公募）  

三浦寿赦由夫孝幸裏  右田重義福岡大学威儀  
教授  授  

学 識  

経  人権擁護委員・連合会人  弁護士  

験  権擁護委員  

者  
会福祉協議会常務理事   事   会福祉協議会常務理事  理事  

懇談会   平成18年12月11日   平成18年12月7日   平成18年12月14日   平成18年12月18日   平成18年12月4日  
開催   平成19年3月5日予定   平成19年2月22日   平成19年3月下旬予定   平成19年3月1日予定   平成19年2月20日   

健康保険  
委員  

35名   49名   30名   26名   42名   

4／7   



秋田   福島   三重   愛媛   福岡   

○健診受診率向上のための取組   ○健診受診率向上のための取組   ○健診受診率向上のための取組   ○健診受診率向上のための取組   ○健診受診率向上のための取組  

・事業所への訪問や電話、文書による  ・事業所への訪問、電話、文書による  ・健診の受診率の低い社会保険事務  10名以上の健診対象者のいる事業  ・東福岡社保管内において、健診対象  
健診の受診勧奨を実施。   健診の受診勧奨を実施。また、任意継  所管内（伊勢市、鳥羽市、志摩市、度  所に対して文書により健診の受診勧奨  者数10人以上20人未満でかつ平成18  

・社会保険事務所休日開庁日におけ  続被保険者に対しても専用の受診中  会郡）を対象として文書により受診勧  を実施。   年度末受診事業所を対象に文書によ  
‖                                              I る年金相談と併せて検診車による健診  l 込書を同封した文書による受診勧奨を  l 奨を実施。   】■ 健診の未受診事業所の割合が7く）％  t  り受診勧奨を実施するとともに、健診t   

対象者数20人以上の事業所に対し  
て、訪問により受診勧奨を実施。   
土曜日に健診を実施している健診機  

関を把握し、未実施機関にアンケート  
を実施。  
健診機関から送付する問診票にチラ  

シを同封し被扶養配偶者に対する受診  
勧奨を実施。また、同チラシを東福岡  
社保管内の事業主を経由して被保険  
者へ送付。  

を実施。   
健診機関へ休日健診の実施状況の  

アンケート調査を実施。  
「被扶養者調書」を活用し、被扶養配  

偶者への健診受診勧奨を実施。  

健診対象者が11人以上の事業所に  
対して電話による受診勧奨を実施。   
伊勢社保管内の事業協同組合に対  

して集団健診を依頼。   
健診機関への診療時間等のアン  

ケートを実施したあと、健診時間の延  
長や休日の実施について依頼を検討。   
被扶養配偶者の健診受診について  

は、市町村窓口に被扶養者の健診申  
込用紙の設置を依頼するとともに、市  
町村広報誌に掲載。  

以上の2市において、10名以上の健診  
対象者がいる事業所に対し、アンケー  
ト調査を実施。  

実施。  
健診機関の少ない6地域（へき地・中  

山間地）へ検診車による健診の実施。   
検診車による土曜受診を実施。（2地  

域）   

被扶養配偶者の健診受診について  
は、新規の扶養認定の際や被保険者  
の事後指導時に受診勧奨を実施。  

○情報提供  

・「社会保険あきた」やホームページに   
保健師による「健康トッピックス」等を掲   
載。  

○情報提供  

・広報誌「情報ステーション」で健診事   
業に関する特集号を作成し、情報提  
供。  

・電子メールを使用し、健康保険法改   
正のパンフレットを健康保険委員へ情   
報提供。  

○情報提供  

・健診後の健康相談や生活習慣の改  
善等に関する情報ペーパーを作成し、  
社会保険事務所、健診機関等へ配  
布。  

・ホームページに健診の締切状況を掲  
載するとともに、生活習慣予防健診申  
込書のダウンロードを可能とする。  

○情報提供  

・健診事業及びモデル事業の取組状   
況等について、広報誌「保険課通信」を  
全事業所に送付するとともに事務局  
ホームページに掲載。  

○情報提供  

・ホームページに新たな健診（健康）サ  

イトを設け、健康度や肥満度チェック等  
ができるようにするため企画コンペを  
実施。  

保
健
事
業
（
主
な
取
組
み
）
 
 

○保険者協議会等との連携  

・保険者協議会において、被扶養配偶   
者の健診の実態把握及び平成20年4   
月以降の健診方法について、協議予   
定。  

・労働安全衛生法に基づく受診の有無   
等についてのアンケート調査を実施。  

○保険者協議会等との連携  

・保険者協議会において、各保険者の  
健診事業及び事後指導の実態を把握  
するとともに、今後の対応を協議。  

・労働安全衛生法に基づく受診の有無  
等についてのアンケート調査を実施。  

○保険者協議会等との連携  

・保険者協議会において、老人保健事  
業についての実態を把握するととも  
に、平成20年4月以降の健診、事後指  
導の対応について意見交換。  

・労働安全衛生法に基づく受診の有無  
等についてのアンケート調査を実施。  

○保険者協議会等との連携  

・保険者協言義会において、老人保健事  
業についての実態を把握。  

・労働安全衛生法に基づく受診の有無  
等についてのアンケート調査を実施。  

○保険者協議会等との連携  

・保険者協議会において、老人健保の   
健診における被扶養者の受診状況を  
把握。  

・労働安全衛生法に基づく受診の有無   
等についてのアンケート調査を実施。  

○事後指導の充実強化  

・社会保険事務所において休日開庁  
日（年金相談日）に事後指導の実施。  

・健診機関から、健診結果を送付する  
際に事後指導の案内文書を送付。  

・健診受診者で、指導区分「2」、「3」  
の看で平成17・18年度の事後指導を  
受けていない者に対して事後指導の勧  
奨を実施。  

○事後指導の充実強化  

・健診受診者で過去3年間、指導区分   
「2」及び「3」の者に個人対応で事後指   

導を実施。（秋田組合総合病院でモデ   
ル的に実施）  

○事後指導の充実強化  

・前年度の訪問による個別指導案施  
率を上回るため、事業所への電話勧奨  
を実施。  

○事後指導の充実強化  

・指導区分「2」、「3」に該当する健診  

受診者で、過去3年間事後指導を受け   ていない者に対して、健診実施機関が  
健診結果を基に保健師の所見を添え  
た文書勧奨を送付。  

・平成16年度から17年度において、生  
活習慣病予防健診を受診したが、事後  
指導を受けていない事業所に対し事後  
指導の勧奨及びアンケートを実施。  

○事後指導の充実強化  

・各健診機関との事後指導についての  
打合せ会を開催。  

・一束福間社保管内の事業所の中で、健  
診受診後2～3年事後指導を受けてい  
ない事業所に対し、事後指導の必要性  
を記載した文書を送付。  

・東福岡社保管内において事後指導を  
受けていない指導区分「2」、「3」の者  
に対し、事業主を経由して勧奨を実  
施。  
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全国健康保険協会の健康保険業務システムのイメージ  

○全国健康保険協会の健康保険業務システムについては、「社会保険業務の業務・システム最適化計画」（平成18年10月31日改定）に   

基づき、①業務の効率化・合理化、②被保険者サービスの向上、保険者機能の強化、④安全性t信頼性の確保、⑤経糞削減を基本理   
念として、最適な業務・システムの構築に取り組むこととしており、基本設計に着手したところ。  

○健康保険組合で用いられている健康保険業務パッケージを最大限活用するとともに、ハードウェア及びソフトウェアについてはオープン   
システムとすることにより、費用対効果に優れたシステムの構築を図ることとしている。  

健康保険業務システム  

社会保険   報  
イ  

オンラインシステム   ン   
間テム 

レセプト情報等  

収納情報等  給付金の支払  

マルチヘ○ィメントネットワーク  

収納情報等  
ム  

診理情報等  

療 

電子申請、情報提1  等  

琵！ 

鱒 
健診管理情報等  

打i  
ム  

◆  

■  

◆  

（本部） 支部） （支部） （支部） 
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全国健康保険協会のシステム開発スケジュール（イメージ）  

平成19年度  l平成20年度  
区分   

平成18年度 】                   一月2月3月！4月！5月6月7月8月！9月lO月い1月112月1月2月⊇3月臣4月臣5月芦6月い月巨8月巨9月    －0月rll月い2月   

基本設計  健康保険業務システム  

間接業務システム   

運  

用  

開  

基盤り＼－ドゥエア   始  

▲データセンター設営   

データ移行   設計  開発   テスト   デ行   

研 修   研修計画策定   研修実施   マニュアル作成   
7／7   




